
利 用 上 の 注 意  

   

１ 統計数値  

（１）この統計表に掲載している収入、支出等の金額は、１世帯当たり年平均１か月間又

は月別の金額である。                      

（２）四捨五入のため、内訳の合計は、必ずしも総数とは一致しない。      

（３）標本調査（９８４世帯調査）のため、調査世帯数の少ない集計区分の数値や購入頻

度が低い品目の支出は、大きく変動することがあり、利用に当たっては注意する必要

がある。     

  (４) 平成７年までの年報は生計支出を100として構成比を算出していたが､ ８年年報から

消費支出を100 として掲載している。 

  

２ 記号の用法                

   「－」       皆無又は該当数字なし。           

   「－（マイナス）」統計数値の前についている場合は、負数(減少)であることを示す。

   「…」        不詳又は計算不能          

   「0.0」         0.05 未満            

  

３ 各種項目、比率等の計算方法                    

（１）支出総額＝実支出＋実支出以外の支出＋繰越金         

（２）実支出＝生計支出＋その他の実支出                

（３）生計支出＝消費支出＋土地家屋購入             

（４）その他の実支出＝勤労所得税＋個人住民税＋他の税＋社会保険料＋その他  

（５）収入総額＝実収入＋実収入以外の収入＋繰入金              

（６）実収入＝経常収入＋特別収入                      

（７）経常収入＝勤め先収入＋事業・内職収入＋他の経常収入          

（８）特別収入＝受贈金＋その他                       

（９）エンゲル係数(％)＝(食料÷消費支出)×１００            

（10）選択的支出係数(％)＝(選択的支出÷消費支出)×１００        

（11）公共的料金負担率(％)＝(公共的料金÷消費支出)×１００       

（12）公共料金等負担率(％)＝(公共料金等÷消費支出)×１００       

（13）準公共料金等負担率(％)＝(準公共料金等÷消費支出)×１００     

（14）対前年増加率                             

     ア 名目増加率(％)＝(当年金額÷前年金額－１) ×１００       

   イ 実質増加率(％) ＝｛(１００＋名目増加率)÷(１００＋物価上昇率)－１｝   

              ×１００                          

                   物価上昇率は、東京都区部消費者物価指数を用いた。       

（15）可処分所得＝実収入－その他の実支出                  

 

 



 

(16) 平均消費性向(％)＝(消費支出÷可処分所得)×１００    

(17）黒字＝可処分所得－消費支出  

(18）金融資産純増＝貯蓄純増＋有価証券純購入   

(19) 貯蓄純増＝(預貯金－預貯金引出)＋(保険掛金－保険取金)    

(20) 有価証券純購入＝有価証券購入－有価証券売却    

(21) 土地家屋借金純減＝土地家屋借金返済－土地家屋借入金   

(22) 特化係数＝当該項目の構成比÷当該項目の標準の構成比 

(23) 実質寄与度＝｛（当年の名目金額÷対前年物価上昇倍率－当該項目の前年の 

名目金額）÷前年の全体の金額｝ 

 

４ 調査集計世帯数 

  本調査は、総務省統計局の家計調査（指定統計第56号）の東京都調査の標本数(516世

帯)に都独自の標本数(468世帯)を上乗せし、９８４世帯の家計簿を調査、集計して毎月公

表している。なお、１４年における有効調査世帯数は９６３世帯である。      

                             

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   問合せ先 

 

 

     東京都総務局統計部経済統計課生計調査係 

〒163-8001  東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

電話 代表 ０３－５３２１－１１１１ 

        内線  ２５－６６３ 

                    ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ ０３－５３８８－２５５５ 

 

 


